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3-1　はじめに

　近年、エリマネ団体の全国組織が設立され、その取り組みは全国の

地方都市に大きな広がりを見せており、また、2018年 6 月、「地域再生

法の一部を改正する法律」が公布され、「地域再生エリマネ負担金制度」

が創設されるなど、エリマネを支える制度も整備されてきている。我が

国のエリマネは普及期を過ぎ、新たな発展期に入っていると考えられる。

こうした活動が盛んになってきた背景として、拡大成長社会から高齢・

人口減少社会に転換したことにより、都市という単位でまちづくりを考

えることの限界が明確化してきたこと、その結果、むしろ小さな単位で

あるエリアに着目してその再生からまちづくりを考えることが重要になっ

てきたことが指摘されている。まちづくりの手法においてもハードから

きめ細かなソフトを中心としたマネジメントへの転換の重要性が指摘さ

れており*1、こうした点を意識するなら、エリマネ団体が活動を行うに

際して、どのような人々がどのような活動を求めているのかをきめ細かく

リサーチしてまちづくりに活かしていく視点が重要になってくるはずであ

る。

　本章では、普及期から発展期に差し掛かりつつあるエリマネの今後

の発展のために極めて重要となる、エリマネ活動のマーケティングに関

して考えてみたい。具体的には、わが国有数の繁華街である大阪梅田

エリアを例に取り、そこで行われているエリマネ活動をマーケティング

的な視点から見てみることにより、今後のわが国のエリマネ活動一般の

発展のためのヒントを探ることとする。材料としては、2010年に京阪神

都市圏交通協議会により実施された近畿圏パーソントリップ調査*2（以
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下「PT 調査」と略称する）及び 2018年 10 月に筆者が実施したインタ

ーネットを使ったアンケート調査（以下「アンケート調査」と略称する）

を用いることとする。以下、3-2 で予備的な整理として梅田エリアにお

けるエリマネの概要と本稿におけるマーケティングの視点を説明した上

で、3-3 で梅田エリアにどのような人たちが訪れているか、3-4 でどのよ

うなエリマネ活動が来訪者にどう評価されているか、3-5 で梅田エリア

の来訪者がどう変わっていくかを明らかにする。これらを踏まえて 3-6

でまとめの考察を加える。

　なお、本章は筆者が斎藤道雄氏と共同して執筆した下記の論文* を

もとに加筆修正したものである。掲載をご快諾いただいた齋藤氏とグロ

ーバルビジネスジャーナル誌に感謝します。

* 吉田 恭・齋藤道雄「大阪駅周辺梅田地区を訪れる来訪者の特性と来訪者によるエリア

マネジメントの評価～マーケティングの視点から～」、Global Business Journal Vol.5 No.1, 

pp36-47, 2019

3-2　大阪駅周辺梅田地区おけるエリマネ

（1）梅田エリアにおけるエリマネ活動の概要

　梅田エリアでは複数のエリマネ団体が重層的に活動しているが、

2009年に設立された梅田エリアマネジメント実践連絡会（以下「実践

連絡会」と略称する）がそれらを包括した広域団体として中心的な役割

を果たしている*3。実践連絡会は「個々の施設が賑わうだけではなく、

梅田地区全体としての競争力、集客力、地域力を高め、持続的発展を
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目指す」という目的で設立され、西日本旅客鉄道、阪急電鉄、阪神電

気鉄道、一般社団法人グランフロント大阪 TMO（以下「グランフロン

トTMO」と略称）の 4 社が構成員となり、図 1 に示す約 100ha にわ

たるエリアで活動している。主な活動は、夏のゆかた祭りや冬のスノー

マンフェスティバルなどイベントの開催、ホームページなどによる街の情

報発信、「梅田まち洗い」などによる都市景観の向上、防災に関する防

災訓練や啓蒙活動の実施などである。

図 1 梅田エリアの範囲（出典：梅田エリアマネジメント実践連絡会 HP）
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　梅田エリアのエリマネ活動は広域団体である実践連絡会のみならず、

図 1 に示す各エリアにおいてそれぞれエリア単位でも行われている。例

えば、うめきたエリアでは、グランフロントTMO が特例道路占用許

可制度を利用したオープンカフェの運営、エリア巡回バス「うめぐる号」

の運行など独自の活動を行っている。エリアのまちづくりは、広域団体

の活動と個別のエリアのエリマネ団体の活動、さらに個別の事業者の

活動が入り組んで行われている。

　さらに、梅田のまちづくりは行政と緊密な連携のもとに行われている。

例えば、景観の向上に関して、2004年に大阪市が定めた「大阪駅北地

区まちづくり基本計画」の都市デザイン基本方針には、地域の自主ル

ールの策定と運用による「魅力的で分かりやすい景観の形成」を目指す、

と記載されている*4。これを受けて、グランフロントTMO ではエリア

独自の景観ガイドラインを策定し、運営委員会を設置して景観向上のた

めの活動を推進している*5。大阪市では、2014 年、国に先駆けて海

外の BID 制度にならった「大阪市エリアマネジメント活動推進条例」

を作り、グランフロントTMO が公的な位置づけのもとにその適用を

受けている*6。これに続いて、2018年には地域再生法が改正され、「地

域再生エリマネ負担金制度」が国レベルで制度化され、梅田エリアで

も導入が検討されている。

　このように、梅田のエリマネ活動は民間主体が主になって行われてい

るが、活動範囲を異にする複数のエリマネ団体が活動しているだけで

なく、個別の商業事業者との協働も行われており、一方で、行政との緊

密な連携の下にもある。これらの関係は制度の発展や社会情勢の変化
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にともなって変動してきており、エリマネ団体は常に自らの果たすべき

役割について検討と再定義を迫られている。

（2）マーケティングの視点

　そうした中でエリマネは、純粋の営利活動でもなく行政でもない独自

の役割を果たすことが求められるが、それがどこにあるかは「顧客」と

向かい合い、対話の中で探っていくしかなく、そこにマーケティングが

要請されることとなる。マーケティングとは、ターゲットとする相手から

望ましい反応を得るための仕組み作りであり、顧客に製品やサービスを

購入してもらうだけがすべての活動ではない*7。一般的な語感からは、

営利組織に結び付けて考えられがちであるが、決してその専有物では

なく、非営利組織においても広く応用可能なものである。ただ、エリマ

ネの本質的な要素として「絆」「信頼」「互酬性」などが考えられるため

*8、営利活動の連想が強いマーケティングという用語を使うことには、

エリマネの文脈では若干の違和感があるかもしれない。しかしながら、

エリマネの本質とマーケティングの間にはなんら矛盾はなく、むしろステ

ークホルダーとの対話の中からニーズを探り出すという作業を通して初

めてエリマネの存在意義は実現されると考えられる。（なお、ここで「顧

客」とは、エリマネ団体が活動のターゲットとすべき対象、すなわち就

業者を含むエリアへの来訪者（特にリピーター）を指すが、その他にも

エリアに愛着を感じ、潜在的に来訪や寄附の意向を持つ者も含めて考

えて良い。）

　今日のマーケティングの基本は STP（セグメンテーション、ターゲティ
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ング、ポジショニング）と言われている。かつては大量生産とそれにつ

ながるマス・マーケティングが有効に機能した時代があったが、顧客の

ニーズや嗜好が多様化したため、市場をセグメントに区分してそれぞれ

のセグメントに向けて異なる製品やサービスを提供するミクロ・マーケテ

ィングがこれに取って代わっている。これをエリマネに引き付けて見た

場合、まず何よりも、活動する対象の特性を分析的に見ることが重要と

思われる。エリマネ活動に対する需要自体が多様化しているかどうかは

別としても、これまでのエリマネ活動が対象を一様に捉えて、ともかくも

「賑わいを作る、活性化する、エリアの価値を維持向上させる」ことを

目指してきたことは否めない。多くのエリマネ団体は組織的にも財政的

にも脆弱であり、これまで「できることをやる」点に集中せざるを得なか

った、というのが実態に近いと思われる。しかしながら、マスを対象と

したまちづくり・賑わいづくりの後に来るものとしては、まちに存在する

ニーズをもう少し緻密に捉えた上で、より求められる方向性を志向する

というのが自然の流れであろう。行政や個々のビジネスとの役割分担や、

他のエリマネ団体との協働・競合関係を考えるとその必要性は明らかで

ある。今後、負担金制度の導入による負担金の徴収、公的資金による

活動支援、ふるさと納税やクラウドファンディングを使った志ある資金

の利用などが増えることになれば、活動に関する対外的なアカウンタビ

リティが求められることとなり、エリマネ活動が誰に向かって何を目指

して行われているのかを明確化するマーケティング的視点は、ますます

重要性を増してくると思われる。

　また、近年、マーケティングでは、消費者が製品やサービスへのロ
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イヤルティ（愛着感）を高めるとそのブランドの競争力が高まる、という

側面が注目され「顧客の経験価値」が重視されるようになっている。さ

らに、その経験価値は企業だけでなく、顧客も消費の過程で一緒に作

り上げるものだという視点が一般化している*9。通常の営利企業のマ

ーケティングが売上や利益を直接の目標とするのに対し、エリマネが目

指すのは、エリアへの来訪者の増加と、その来訪者の経験を通してま

ちへの愛着感を育て、そのエリアのブランドを向上させることであろう。

エリマネ活動は顧客経験価値の創造そのものであり、エリマネ団体は、

「顧客」との対話によってともにエリアの経験価値を作っていく、すなわ

ち共創することが重要な役割となろう。そう考えると、マーケティング

はエリマネのための重要な手段であるだけでなく、求められる本質的な

要素であると考えられる。

　ただし、エリマネ団体のマーケティングを考える際、様 な々困難があ

ることも事実である。エリアには多数の当事者が存在し、個別のビジ

ネスや行政もそれぞれの立場で関わっている。その中にあって、エリマ

ネ団体は経済力も組織力も脆弱で、もとより行政権限を有しているわけ

でもない。エリアの「顧客」の様々なニーズを把握したとしても、それを

統一的な戦略に組み込んで実現を図ることは容易なことではない。エ

リマネ団体はエリアへのニーズを探索した上で、ビジネスや行政も巻き

込んで戦略を描いていく必要があろう。

　以下ではマーケティングの基礎的な作業として、梅田エリアを素材に、

エリアにどのような人たちが訪れているのか、また、どのようなエリマネ

活動がどのような来訪者グループに評価されているのかを明らかにし、
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さらに近い将来の変化を展望する。

3-3　どのような人たちが来訪しているか

　まず、最も基本的な事実認識として、梅田エリアの来訪者、すなわち

どのような人たちが来ているのか（あるいは来ていないのか）を確認す

ることとする。ここでは主として近畿圏 PT 調査に基づいて分析を行う。

（1）近畿圏 PT 調査（パーソントリップ調査）の概要

　近畿圏 PT 調査は、京阪神都市圏交通計画協議会（近畿地方整備

局、府県・政令市、高速道路会社等で構成）が実施している公的な調

査であり、近畿圏全域を対象に人の動きを、いつ、どこから、どこま

で、どのような人が、どのような目的で、どのような交通手段で移動し

たかを追跡したものである*10。近畿 2 府 4 県の居住者の中から無作為

に抽出された世帯の構成員全員（5 歳以上）を対象に行われ、直近のも

のは 2010年（平成 22 年）に行われている。ただし、公表されているデ

ータは小ゾーン（大阪市では区単位）までなので、今回、国土交通省に

マスターデータの提供を求め、町単位で集計を行った。また、直近の

ものとはいえ調査後相当の時間が経過しており、現状を把握するために

は時点補正が必要である。2010年以降、梅田エリアでは大規模な開

発が行われているため、延べ床面積当たりのピーク時滞留者数の原単

位を求め、これを使って梅田エリアにおけるピーク時滞留者数の補正を

行っている。具体的には、PT 調査による梅田 1 ～ 3 丁目のピーク時滞

留者数を、大阪市の平成 18 年建物床面積調査による同エリアの総延
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べ床面積で割って、平日・休日別、滞留先別に原単位を求めた（表 1）。

これに、大規模開発により事後に供給された床面積（表 2）をかけるこ

とにより、2010年以降に増加したと推定されるピーク時滞留者数を算

出した（表 3）。以下の分析で用いるピーク時滞留者数はこれを加えて

補正したものである。

表 1　延べ床面積千㎡当たりピーク時滞留者数原単位

表 2　2010 年以降の大規模開発による増加延べ床面積

表 3　2010 年以降のピーク時滞留者数増の推計

'-=:.-:.~.:=ど：：：:i;:: ぶの原単位は二平日(14時）

休日(15時）

勤務先等滞留（人 仕事先滞留（人 買物先等滞留（人

/1 ooo Ml 25.55 I 11 oooml 4. 1 5 l11 ooom 20. 99 
11 .08 3.71 45.71 

＊その他の原単位はそれぞれの滞奮人口を賽業系の延ぺ床面積で割ったもの

開発地区 町
業務系延床面 商業系延床面

合計(rrl) 備考
積(rr!) 積（ボ）

大阪駅 梅田3丁目 38,100 206,700 244,800 2011年竣工
梅田阪急 角田町 102,000 38,000 140,000 2012年竣工
グランフロント 大深町 265,100 182,000 447,100 2013年竣工

地区 勤務先等滞留 仕事先滞留 買物先等滞留 合計（人）

大阪駅 6,255 1,015 4,339 11,609 
平日(14 梅田阪急 3,577 581 798 4,965 

時） グランフロント 11,425 1,854 3,820 17,090 
35,514 

大阪駅 2,289 766 9,447 12,503 
休日(15 梅田阪急 421 141 1,737 2,299 

時） グランフロント 2,016 675 8,319 11,009 
25,811 
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（2）梅田エリア来訪者の特徴

　図 2 は、補正した 2010 年 PT 調査による平日ピーク時（14 時）と休

日ピーク時（15 時）の梅田エリアの滞留者数を、性別年代別に分類して

比率を示したものである。各グループの 3 本の棒のうち一番下が平日、

真ん中が休日のピーク時滞留者であるが、比較のため大阪府民の 2015

年の性別年代別の構成比（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地

域別将来推計人口（平成 30 年 3 月推計）」による）を一番上に示してい

る。この図から読み取れる特徴的な点は、まず、若年層、なかでも 20

～ 30 代の女性が突出して梅田エリアを訪れている一方、70 歳以上の

層と 20 歳未満の未

成年者の層が男女と

もに人口比に比べて

梅田エリアを訪れて

いない点である。図

-2 には表れていない

が、平日と休日のピ

ーク時滞留者では、

当然、来訪目的に違

いがある。これを分

離して示したものが

表 4 である。平日の

来訪者はその多くは

通勤・業務目的で来

男性70歳以上

男性60代

男性50代

男性40代

男性30代

男性20代

男性20歳以下

女性70歳以上

女性60代

女性so代

女性40代

女性30代

00% 

7.6% 

8.3% 

7.6% 

8.3% 

10.9% 

11.5% 

10.6% 

1-一Z—T「
5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 

■大阪府民 PT(休日ピーク時） ■ PT(平日ピーク時）

図2 大阪府民と梅田エリア滞留者の性別年代別構成
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るいわば「義務的目的」での来訪者であるのに対し、休日は買い物など

の目的で来るいわば「自由意思」での来訪者である。これらの来訪者

がどこから来ているかを示したのが図 3 である。平日は梅田に近いとこ

ろから遠いところまで広い範囲から人が集まってきており、20㎞を超え

てさらに遠方からもかなりの来訪がある（梅田から 20㎞の距離は芦屋

市、宝塚市、高槻市、枚方市、生駒市、羽曳野市あたりである）。一方、

休日は近隣からの来訪が多く、5㎞以内からの来訪が 5 割を超えている。

このように、梅田への来訪者は、平日と休日では来訪の目的も出発地も

異なる属性の異なるグループからなっていることが分かる。なお、表 4

及び図 3 では全世代でしか表示していないが、このパターンは高齢

者を除き全世代で基本的に同一である。

図 3　梅田エリアにおけるピーク時滞留者の出発地

平日(14鱒）

休日(15時）

総数（人）

100,258 

94,147 

義務的目的（人）

71,067 

21,861 

自由意志（人）

28,548 

71,822 
＊●務的目的は「出動」「帰社・帰校」「登校」「婁務」の目的で来て滞留している人

＊自由意志Iが自由」目的で来て滞留している人

*「帰宅」「自宅滞留」で来ている人を餘いているため、合計は総数と合わない

人

50000 

40000 

30000 

20000 

10000 

表4 梅田エリアのピーク時滞留者数（平日／休日）

左側：平日 右側：休日

43,635 

21,108 

)ゞ-!f,'"'""'令<" "'""'岱袋、fl'""''"'""'"'""'終硲ず、、どぷ'i感‘ 硲ず、ぷ記誓

■義務的目的 ■自由意思
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3-4　来訪者によりどのような活動がどのように評価されているか

　次に、梅田エリアにおけるエリマネ活動のうち、どのような活動が来

訪者にどのように評価されているかを明らかにする。この章では PT 調

査ではなく2018年 10 月に筆者が実施したインターネットによるアンケー

ト調査の結果を用いる。

（1）アンケート調査の概要

　この調査では、同時に以下の 3 つの調査を行った。

（調査1）エリマネ活動を金銭評価するためのCVM調査

（調査2）エリマネ活動を中止した場合に梅田エリアの施設利用をどの

　　　　程度減らすかについての調査（利用継続意思の確認）

（調査3）梅田におけるエリマネ活動のうちどのような活動を評価するか

　　　　についての調査

　調査対象は大阪府在住の 20 代から 60 代までの男女合わせて 340

名である。サンプルの性別年代別の分布を PT 調査で把握されたピー

ク時の梅田エリアの滞留者の性別年代別の構成と比較したものが 図 -4

である。これによると、本調査のサンプルは概ね母集団であるピーク

時滞留者の集団を捉えているが、20 代・30 代の女性がやや不足して

いる。なお、梅田エリアへの訪問率が低い 70 歳代以上の高齢者と未

成年者は対象に含まれていない。

　CVMとは、アンケート調査を用いて人々に支払意思額（willingness 

to pay: WTP）等を尋ねることで、市場で取り引きされていない財（効果）

の価値を計測する手法である*11。
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　回答者に一定の

シナリオを提示し、

支払い意思に関す

る回答を集約するこ

とにより、当該活動

に対する一人当たり

の WTP の 平 均 値

を求めることができ

る。アンケート調査

では、回答者に梅

田エリアでのエリマ

ネ活動について、①

イベント活動、②情

報発信活動、③景

観向上活動、④防

災活動の 4 種類があることを図 5 に示すような簡単な文章と写真により

説明した上で、『エリマネ活動は、現在、主に立地する企業の分担金で

まかなわれています。仮定ですが、これらの分担金が集まらなくなり、

例①～④の活動の実施が困難になったとします。（スノーマンフェスティ

バルなどの賑わいイベントは中止され、ホームページなどを使ったまち

としての情報発信もなくなり、広告物に関する自主ルールもなくなった

結果、今より賑わいの乏しい雑然とした都市景観に変わっていくものと

します。また、防災啓蒙活動も中止されてエリアの安全意識のレベルが

男性so代

男性40代

男性30代

男性20代

女性60代

女性so代
6% 

女性40代 r I l甕
I 

女性30代 r 

女性20代 ト

0% 5% 

I 
1森I 10% 

10% 

12% 

12% 

13叫15%

ニ,J 
15% 20% 25% 

■サンプル PT(休日ピーク時） ■ PT(平日ピーク時）

図4 アンケート調査におけるサンプルと梅田エリア滞留者の性別年代別構成
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例 1）スノーマンフェスティバルや梅田ゆかた祭りなどの賑わいイベント

　毎年、夏には「梅田ゆかた祭り」

が開催され、梅田エリアの特設

4会場でゆかたを着た演奏者によ

る音楽ライブ、夏らしい縁日やワ

ークショップ、うめきた広場で大

きなやぐらを組んでの「ゆかた de 盆踊り」が実施されています。また、冬にはスノー

マン（雪だるま）のクリスマス装飾で街を彩る「街中がスノーマン！」、百貨店の商品券

など豪華賞品がもらえるスタンプラリー「スノーマンラリー」、街中で音楽ライブやワー

クショップが開かれる「スノーマンフェスティバル」等が開かれ、エリアに賑わいを作

り出しています。

例 2）ホームページやデジタルサイネージによるまちの情報発信

　ホームページによりイベントなど大阪梅田駅周辺エリアの情報発信をしているほか、

まちの各所に設置したタッチパネル式サイネージ「コンパスタッチ」とスマホ専用アプ

リの連動により、個々の来街者にぴったりの情報を提供しています。（写真・図省略）

例 3）景観ガイドラインによる都市景観の向上やまちの美観の向上

　関係者の自主ルールである景観ガイドラインを策定して広告物のデザイン審査を行

うなど、魅力的な都市景観の形成に努めています。また、地域イベントの開催に合わ

せて歩道をきれいに清掃する「梅田まち洗い」を実施し、大阪の玄関口にふさわしい

都市環境作りを行なっています。（写真・図省略）

今より低下していくものとします。）これらのエリマネ活動を継続するため

に寄附を求められたとして、あなたなら1 年間にいくらまで支出できると

お考えですか？』と質問し、支払意思を訊ねた。

四
11¥lllllimll 

喜r
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（2）どのような活動が評価されているか（調査 3）

　順番が前後するが、まず、（調査 3）から結果を示す。上記①から④

の 4 種類のエリマネ活動をどのように評価するか、合計が 100％となる

ように直感的に記載することを求

めた。回答者全体の平均と、こ

れを回答者の属性ごとに細分化

して集計したものが図 6 である。

これらによると、①イベント活動

と④防災活動に関して対照的な

評価がなされている。女性よりは

男性の方が、非就業者より就業

者の方が、中高年層よりは若年

層の方が防災活動に比べてイベ

ント活動を評価する傾向が読み

取れる。一方、③景観向上活動については、個人の様々な属性を超え

例 4）防災・安心啓蒙活動の実施

　「梅田防災スクラム」という取組を通じて、防災啓蒙のイラストを用いた情報発信や

企業や施設の方々が防災活動を学び合える場づくりを行い、「誰かに助けてもらえる」

という受け身の防災意識から「誰かを助ける」という主体的な防災意識を醸成する活

動に取り組んでいます。それにより、「いざという時に梅田のまちにいる人同士で守り

助け合えるまち」を目指しています。また、防災訓練や防災知識の向上に向けた講習

会やワークショップを開催しています。（写真・図省略）

全体

男性

非就業者

就業者

60代

50代

40代

30代

20代

図5 アンケート調査におけるエリマネ活動の説明

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

■イベント ■情報発信 ■景観向上 ■防災

図6 4種類の活動に対する評価
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て安定的に高く評価されている点が注目される。

（3）活動を高く評価しているのはどんなグループか

　次に、CVM調査と利用継続意思の確認の方法（調査 1と調査 2）

によって、どのようなグループが梅田のエリマネに高い評価を与えてい

るかを探る。アンケート調査の回答者には梅田エリアへの訪問頻度を

訊いており、訪問頻度により分けたグループの中から特徴のあるグルー

プを選び出し、それらがどのような属性を持ったグループであるかを調

べることとする。

a）CVM による評価（調査 1）

　CVM の推計方法としてはダブルバウンド 2 項選択方式を採用した。

提示金額を変えた 5 パターンの質問票を用意し、その中からランダムに

選んだ質問表を回答者に回答してもらった。得られたサンプルを用いて、

対数線形ロジットモデルにより受入確率を提示金額で説明する推計式

を推計し、WTP の平均値を「支払いを受け入れられる提示金額の期

待値」として計算した（CVM の方法については柘植ほか（2011）*12 を

参照。また、推計には栗山（2013）*13 を用いた）。

　回答者は梅田エリアの就業者と非就業者に分け、さらに非就業者に

ついては訪問頻度により表 5 の 7 グループにグループ分けを行った。

推計はこれら 8 つのグループごとに行ったが、サンプル数の少ない A

グループと B グループでは提示金額に関するパラメータが統計的に有

意とならなかったため、この二つを統合して A＋B グループとして推計

し直した。結果は表 6 のようになった。提示金額のパラメータは A＋
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B のグループ

と G グループ

では５％水 準

で統計的に有意、他のグルー

プでは１％水準で有意となっ

た。就業者の WTP の平均

値は 2,170 円 /人となったが、

もっとも高い WTP を示した

のは就業者ではなく、週に１

～２回訪問する C グループで

あった。

b）利用継続意思の確認によ

る評価（調査２）

　アンケートでは他の方法で

も回答者のエリマネに対する

評価を訊いている。『あなたは、仮にこのエリマネ活動がなくなったとし

ても、これまで通り大阪梅田駅周辺の商業・業務施設などを利用しよ

うと思いますか？以下の選択肢からもっとも近いと思われるものをお答

えください』と質問した上で、①これまで通り利用する、②１割減らす、

③３割減らす、④５割減らす、⑤７割減らす、⑥９割減らす、⑦利用し

ない、の 7 つの選択肢で回答してもらった。通常の CVM が、「仮に

エリマネができなくなったとした場合、これを続けるためにいくらなら払

瓢
Eグルーブ 月に1回程度訪問

FグJI,-ブ I年に数回程度訪問
Gグル＿ブ 年に1回程度訪問

表5 非就業来訪者の訪問頻度別グループ

係数 I t値 I P値 帷定WTP

constant 10 2006 9 586 0.000*** 

就婁看 ln(BID) -1 36811 -9 2101 0.000*** 
2 170円／人

" 154 

対数尤度 -198211 

係数 I '値 I P値 推定WTP

非就戴東訪 constant S 36861 2 392 I O 029責＊

看 ln(BID) ・O 6754・2 349 0 031*看
2 592円／人

A+B " 19 
対数尤度 -24 212 

係数 I '値 I P値 推定WTP

非載●来訪 constant 11 85531 3 331 IO 003*奮＊

看 ln(BID) -1so331 -3176looos・ 奮＊
22 2,716円／人

C " 
対数尤度 ・25 897 

係数 I t纏 I P値 推定WTP

非軟戴来訪 constant 11 71591 4 851 I 0.000*** 

看 ln(BID) -1 62 I -4 434 I 0.000*** 
1,842円／人

゜ " 
42 

対数尤度 -55 305 

係数 I t値 I P値 措定WTP

非載●来訪 constant 8 99901 3 403 I 0.002*** 

看 ln(BID) -1 37431 -3 6461 0.001*** 
1,200円／人

E " 
,. 

対数尤度 ・34 401 

係数 I t値 I P値 措定WTP

非11●賽訪 constant 10 52341 5 7011 0.000*** 
看 ln(BID) -1 608 I -5 776 I 0.000*** 

1,102円／人
F " 59 

対数尤度 -86 683 

係数 t値 p値 措定WTP

非“戴賽訪 constant 12 16771 2 8171 0 014** 

看 ln(BID) -1 83621 -2 8731 0 01 2** 
1,104円／人

G " 16 

対数尤度 -20.57 

※直は、＊で10%水準．．．で5%水準．．．＊で1%水準で有意

※僅定WTPは最大提示顧で裾切りした平均値

※帷Itには票山(2013)「EmlでできるCVM第4.0版」を伎用した

表6 CVM調査の推計結果
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えますか」と金額で訊くのに対し、ここでは仮にエリマネをやめたとした

場合、どの程度梅田の施設の利用を続けますか、と利用継続に関する

意思を訊いている。利用を多く減らす人ほどエリマネの価値を認めてい

ることになる。

　アンケートの回答をグループごとにまとめたものが表 7 である。それ

ぞれの選択肢を選択した人の割合に当該減らす割合をかけてグループ

ごとに集計している（サンプル数の少ない A グループと B グループはま

とめて集計した）。

就業者で約 3.8%

利用を減少させ

るという結果とな

ったが、来訪者

ではさらに大きく

減 少させるグル

ープが多く、年に

１回程度訪れる

G グループで約

23.8%減少させる

という結果となった。

c）特徴的なグループとその属性

　上記の二つ方法で求めた訪問頻度別のグループのエリマネ活動へ

の評価を一つのグラフに表示したものが図 7 である。CVM で求めた

聾ーコ A+B ー遍3■ C.遍1こ,-2■ D.JIIこ2ーa■
回答者 回合答x者減割少 回答者 合回答x者減割少 回答者 合回答x者減割少 回答者割 合回答x者減割少
割合

割合
割合

割合
割合

割合
合

割合

不変 0.870 0.789 0 818 0.881 

1割減らす 0.052 0005 0.105 0.011 

3割減らす 0.045 0.014 0.091 0.027 0.048 0.014 

5割減らす 0.026 0 013 0.105 0 053 0.045 0.023 0.048 0.024 

7割減らす

9割減らす 0.045 O.o41 0.024 0.021 

利用せず 0.006 0006 

計
0.038 0.063 0.091 0.060 

（減少率）

E..11に1● F. 隼Iこ．． a尋に1●

回答者 回合答x者減割少 回答者 合回答x者減割少 回答者 合回答x者減割少
割合

割合
割合

割合
割合

割合

不変 0.964 0 814 0.688 

1割減らす 0 l02 0.010 

3割減らす 0.036 0 011 0000 0000 0.063 0.019 

5割減らす 0 051 0.025 0.063 0.031 

7割減らす

9割減らす

利用せず 0 034 0 034 0.188 0 188 

計
0.011 0.069 0 238 

（減少率）

表7 エリマネを中止した場合の施設利用減少率
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WTP を棒グラフ（統計的な有意性が低い A+B 及び G グループは薄い

色）で示し、継続意思確認の方法で求めた減少率を折線グラフで示し

た。両者とも値が大きいほどエリマネに対する高い評価を表している。

二つの異なった方法で求めた評価にはかなりの平行関係が認められ

る。就業者が高い評価を示しているのは予想どおりであるが、非就業

者であるほぼ毎日～週３回程度訪れる A＋B グループ、週に１～２回

程度訪れる C グループはその順にさらに高い評価を示している。そこ

から訪問頻度が下がるに従って WTP は概ね減少していくが、利用減

少率の方は月に１回程度訪れる E グループを底に、Fグループ、G グル

ープにかけて

反転上昇して

いる。

　C グループ

は、エリアの

就 業 者 でな

いにも関わら

ず毎週１～２

回 程 度 梅 田

を訪れ、エリ

マネを継続するために高い額の寄附をする用意があり、かつエリマネが

中止された場合、梅田エリアの施設の利用を中止する割合が高い「熱

心なリピーター」であると特徴付けられる。一方、F、G グループは年に

数回ないし１回程度エリアを訪れ、エリマネが中止されたら梅田に来て

3,000 

2,500 

2,000 

~•oo 

1,000 

500 

A+B. C. D. E. F. G. 

毎日～週3 週に 1-2 月に2-3 月に1回 年に数回 年に1回

回回

一WTP(円l人） 一 利用減少率(%)
.,.. 書詑書

25.00 

20.011 

15,011 

10.00 

5.00 

0.00 

-:;~;-:~:I· に：：I月に:7:1 月:~1 虹~~;:I 隼：正
図7 訪問頻度グループ別「施設利用減少率」及び「一人当り WTP」
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施設を利用する割合を減らすが、かといってエリマネを継続させるため

に高い額の寄附をする気はないという、消極的な支持をする「不熱心な

リピーター」であると特徴付けられる。

　これら、エリマネに対する評価に特徴のある C グループと FGグルー

プについて、具体的にどのような属性を持つグループなのか分析を試み

た。両グループの性別年代別構成と職業構成を全サンプルのそれらと

比較したのが図8 及び図 9 である（FGグループはまとめて表示した）。

サンプルの少なさもあり、属性上の特徴は明確ではないが、熱心なリピ

ーターである C グループはどちらかというと中高年男女の梅田エリア以

外に勤務する会社員・役員が多く、FGグループは中年女性の主婦が

多いという特徴が浮かび上がる。C グループは週 1～ 2 回訪問するとい

うグループであり、週末に決まってやってくるという行動が連想される。

3-3 の図 3 で見たように、休日に自由意思で来る来訪者は過半が 5km

圏内からの来訪者であったが、C グループはその中に多く含まれている

可能性がある。また、FGグループは年に 1 回から数回訪問するグルー

プであり、エリアで年に 2 回行われる大きなイベント（ゆかた祭りとス

ノーマンフェスティバル）に来るという行動が連想されるが、これだけの

分析からははっきりとは分からない。

　これらリピーターグループの中に 20 ～ 30 代の若い女性がはっきりと

現れてこない。図 2 では来街という行動の形で梅田エリアへの支持が

明確に現れていたが、WTP 等に現れるエリマネに対する支持は不明

確である。このことは、この層がまち自体ないし特定の店などへの関

心はあるが、エリマネ自体は意識していないことを意味しているのかも
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しれない。20 代・30

代の層はエリマネ活

動が開始される以前

の梅田エリアを知ら

ないため、エリマネ

の価値を感じること

ができていない可能

性もある。この層の

サンプルがやや不足

していることが分析

に影響している可能

性もあるが、エリマネ

団体はこのグループとの経験価値の共創が出来ているか検討する余地

がある。

3-5　梅田エリアはどう変わっていくか

　次に、今後の人口構造の変化等の要因で梅田エリアの来訪者がどの

ように変化していくかを分析する。さらに、これとの関係でエリマネ団

体である実践連絡会が策定中の将来構想の内容を検討する。

（1）来訪者はどう変わっていくか

　3-3 で明らかにしたように、70 歳以上の高齢者と 20 歳未満の未成

年者は、人口比に比べて梅田エリアを訪れる率が低い。これらの世

Cグループ

n~22 

FGグループ

n=75 

全体n=186

Cグル—プ
n~22 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

■男性20代 ■男性30代 ■男性40代男性50代 ■男性60代
■女性20代 ■女性30代 ■女性40代 ■女性50代 ■女性60代

図8 C・FGグループの性別年代別構成

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

■会社員・役員 パート ■専業主婦（夫） ■自営業・自由業 学生■その他

図9 C• FGグループの職業構成
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代を大阪府の 2015年の人口ピラ

ミッド（図 10）に薄い色で示した。

今後、時間の経過に伴って中高年

層が 70 代以上の色の薄い領域に

移っていき、未成年者は逆に訪

問率が高い領域に参入してくるが、

そのペースは退出する前者の方が

参入してくる後者より大きくなりそうである。PT 調査から分かる世代別

ピーク時滞留者数を大阪府の世代別人口で割った数字を「うめだ訪問

率」と定義し、これが変わらないものとして 2015 ～ 35年にかけて梅田

エリアのピーク時滞留者数がどのように変化するかを試算した。2018年

の国立社会保障・人口問題研究所による人口将来推計を用いて試算す

ると、16,391 人の減少となる（表 8）。これは、現状のピーク時滞留者

数（2010年時の数をその後の開発により補正したもの。112,777人）に

比べると 15％減となる。その間、若年層の人数は大きく減少し、来訪

者の高齢化が徐々に進行することとなる。自然体のままでは梅田エリア

■男性（千人） •女性 （千人）

図10 大阪府の人ロピラミッド (2015年）

2010PT 

ビーク時滞誓 2015人口(B)
うめだ訪問寧 2035予想人口ID)

人口(A)
(A)/(B)=(C) 

20代未満 5,743 1,533,789 0.37% 1,162,660 

2砥 28,438 928,609 3.06% 788,295 

30ft 27,122 1,103,001 2.46% 894,801 

4砥 20,077 1,380,670 1.45% 872,471 

5砥 14,005 1,034,248 1.35% 1,041,847 

6砥 10,335 1,223,648 0.84% 1,276,421 

70歳以上 7,059 1,635,504 0.43% 1,926,488 

It 112,777 8,839,469 7,962,983 
＊ピーク時（平日14峙と休B15時の平均）．構日．角田町、大深IJ.茶屋IJ.■11IJのIt,
•II鑽看（出動、帰社·爛校、量校）と来訪看 （露務、 自由）のIt, 蠣宅、自宅澤詈,.樋めて少なく諭外．
•2010年ピーク峙澤奮人口(A)は.2013年までの大燒鑽圃発を賓慮して11正．
•CB)と(0)は、国立社会保陣・人口闊題研天所『日本の地蟻i!l'I来帷計人口（平成30年3月儀It)」 ．

2035予想ビーク

時留人口 (E)ー(A)

(C)•(D)ー(E )

4,353 -1,390 

24,141 -4,297 

22,003 -5,119 

12,687 -7,390 

14,107 103 

10,780 446 

8,315 1,256 

96,386 -16,391 

表8 人 口構造の変化による来訪者数増減予測oc201s-203s年）
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の賑わいに影響が出る事態も予想すべきであろう。

　ただし、これはあくまで国内居住者の人口構造の変化のみを考慮し

た場合である。今後、うめきたエリアで大規模な開発が予定されており、

床面積が大幅に増加すると予想される。また、インバウンド訪問客の

影響も考慮されていないのでこれも考慮する必要がある。

　事業者が公表した資料によると、うめきた 2 期開発では、北街区で

約 15 万㎡、南街区で約 37 万㎡、併せて約 52 万㎡の延べ床面積が、

2024 年夏ころの先行まちびらきを経て供給される計画となっている（表

9）。この床面積が、

仮に、オフィス、商

業系、住宅・その他

にそれぞれ 3 分の 1

ずつ配分されるとすると、業務系床面積、商業系床面積はそれぞれ約

17 万㎡供給されることとなり、表 1の原単位で換算して約 1 万 2 千人（平

日で約 1 万 4 千人、休日で約 1 万人）程度のピーク時滞留者数の増加を

見込むことができる。ただし、今後の人口減少・高齢化の中で、床の

供給がこれまでどおりの需要を呼び起こし、滞留者数の増加につなが

るかどうかは未知数である。

　一方、インバウンド訪問客については、内閣府まち・ひと・しごと

創生本部が公開している RESAS データによると、大阪駅を含む 1㎞

メッシュに滞在した外国人の数は、2017年 8 月から翌 7 月の一年間に

5,771,786 人となっている（表10）。RESAS のメッシュは梅田エリアと

はぴったりとは重なっておらず、やや北西側にずれているが、面積的に

延べ床血禎

北街区
146,90011 

南街区
374,660ni 

施設構成 1:a~;::::~~~I::こ円:~!~― 
*'l01眸 7月12日付、三菱増所ほか醗tの報道発表資料からの抜粋

表9 うめきた 2期閲発の概要
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は 100haとちょうど対

応している*14。この

5,771,786 人 / 年 を 1

日当たりに換算すると

15,813 人 / 日となる。

近年では、この数は年間 1,000 人 / 日から 2,000 人 / 日の勢いで増加

している（表 10）。来訪者は 1 日のうちで分散するため、ピーク時の滞

留人口増はこれよりもかなり少ないはずなので、2010年（平成 22 年）

のピーク時滞留者数 11 万 2 千人と比べると、当面の増加は決定的なイ

ンパクトとならないと予想される。ただ、インバウンド客の多様性がも

たらすエリアの雰囲気と消費の積極性を考えると、質的な意味で街の

賑わいに貢献することは十分に考えられる。結局のところ、 延べ床面積

の供給増と考え併せると、人口構造の変化によるピーク時滞留者数の

減少を埋め合わせることができるかどうか、微妙なところである。さら

にコロナウィルス流行の人々の長期的な行動変容も現在のところ予測し

がたいと言わざるを得ない。

　一方で、エリアの高齢化の方は避けられないものと考えられる。

（2）Walkable UMEDA 構想

　エリマネ団体である実践連絡会では、現在、構成団体、大阪市、

大阪府、学識者を集めた検討会を主催し、20年先（2040年まで）を射

程に、エリアの将来像である「Walkable UMED 構想」のとりまとめ作

業を行っている*15。

J11圃 闊.董べ人・ lfl!!Iたり人戴＂薗年珊 llll戴

2015.S,-.,2016.7 4,572,969 12,529 -

2016.&--2017.7 4,976,344 13,634 1,105 

2017.S,-.,20埠 7 5,771,786 15,813 2,179 
*REAS~I国人メッシュ分析による

*1111闘延べ人数は1Kmメッシュに連続して直躙以上濤在した外国人数を集計し、対象
網圃の日敷分を積算した延ぺ人数

表10 大阪駅を含む1kmメッシュ内外国人訪問者数
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　この構想では、大阪が将来目指すべき都市像を「国際イノベーション

都市（新たな価値を創造し変革する拠点として国内外から人が集まり、

何度も繰り返し訪問してもらえる都市）」と定義し、歩行空間の整備に

より高度人材を大阪・梅田エリアに呼び込むこと、を実現のコンセプト

として設定している。さらに、「歩行者空間の活用により、多様な地区

の共創を促し、高度人材を集めるインフラとして機能させることで大阪・

梅田らしい価値を次 と々創出。その結果として、都市ブランドを強化する」

ことをゴールとする、としている。

　さらに、この構想では、過去に梅田エリアへの来訪者が増加してき

たこと、2023年にうめきた 2 期地区内に関西国際空港と直通する新駅

の開業が予定されていること、2035年に大阪万博が予定されているこ

と、を挙げて来訪者が増加を続けることを予想している。また、梅田

エリアを構成する個別の地区（うめきたエリア、大阪梅田駅・茶屋町エ

リアなど）の間での歩行者流動が少なく回遊性に乏しい点を指摘し、梅

田エリアを円環し、各地区を繋ぐような歩行者流動の形成を主眼とした

環境整備の必要性を指摘している。そうすることで「多様な地区が持

つ固有の価値の共創を促進・表出させる「舞台」として機能することを

目指す」としている。

　この中では、梅田の将来イメージをくっきりと出すため、来訪者に関

する現状分析が緻密な形で示されている訳では必ずしもない。しかし

ながら、外国人も含めた梅田エリアの来訪者との価値共創の観点が強

く打ち出されている点、エリマネ団体が主導してエリア内で活動する事

業者や行政を巻き込んで戦略を打ち出している点は、マーケティング的
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な観点から注目される。

3-6　考察

　以上を踏まえ、梅田エリアの来訪者を特徴あるグループに分けて見取

り図的に示すと図 11 のようになる。分析で得られた知見とそこから得

られる示唆を以下にまとめる。

 

　

　① 20 ～ 30 代の女性が人口比を多く上回って来訪している。しかし

ながら、この人たちがエリマネを高く評価しているかどうかは定かでは

ない。アンケート調査が若い女性を十分に捕捉できていないためのバ

イアスの可能性もあり、もう少し詳しい調査分析が必要であるが、この

層の「顧客」との経験価値の共創は課題となる可能性がある。

　② 70 代以上の高齢者、20 歳以下の未成年者の来訪は人口比を大き

く下回る。今後、少子高齢化の影響を受け梅田の滞留人口は高齢化し、

減少する可能性もあり、自然体のままでは賑わいにも影響があると考え

られる。 

　③平日に来る来訪者は広い範囲（20㎞以遠）からも来ている一方、休

図11 梅田エリアの来訪者
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日に来る来訪者は過半が 5㎞以内から来ている。平日に通勤で来るい

わば義務的リピーターには将来的にも安定的な来街を期待できる一方、

休日来訪者は、多くが近場に住む人たちである。後者には熱心な自由

意思リピーターが含まれている可能性があり、「顧客」として重要である。

　④エリマネ活動をイベント・情報発信・景観向上・防災の 4 種に分け

た場合、男性・若物・就業者はイベントを高く評価し、女性・高齢者・

非就業者は防災を高く評価する傾向がある。今後の高齢化の進展を考

慮すると、地味な防災活動をもっとアピールしてもよいと思われる。

　⑤景観向上は個人の属性を超えて高く評価されている。行政による

画一的な規制でも商業事業者による無秩序な競争でも実現できない価

値であり、梅田におけるエリマネのベーシックな活動として重要である。

継続して取り組むことが重要である。

　⑥来訪頻度別でみた場合、週 1 ～ 2 回の頻度で来る「熱心な自由意

思リピーター」のグループが WTP も高く、エリマネをやめた場合の利用

減少率も比較的高い。このグループには中高年の男女でかつ梅田以外

のエリアで勤務する人が比較的多い。週１～ 2 回というペースは週末に

決まって来訪するというパターンを連想させ、梅田に対するロイヤルティ

が高いグループとしてそのニーズを掴み、エリアの経験価値の共創を促

す努力が必要である。

　⑦来訪頻度年１～数回の「不熱心な自由意思リピーター」グループは、

WTP は低いがエリマネをやめた場合の利用減少率が高い。中年女性

の主婦が比較的多く含まれている。年に 1 回から数回程度来訪すると

いうのは、ゆかた祭りやスノーマンの時期に来ると決めている人が含ま
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れていると推測される。そうだとすると、このグループは、来訪頻度は

低いものの、エリマネ活動の直接的な効果で来訪している層も含んでい

る可能性がある。エリマネの存在意義を示すグループであるかもしれ

ない。

　⑧梅田エリアは「国際イノベーション都市」を将来像として打ち出そう

としている。インバウンドの外国人の来訪は現状では増える傾向にあり、

将来の梅田エリアの賑わいに貢献する可能性がある。こうした層に関す

る調査分析が必要である。

　以上、PT 調査とアンケート調査をもとに、梅田エリアの来訪者がど

のような人たちなのか、その人たちがどのような活動を評価しているの

か、その中でもエリマネに高い評価を与えているのはどのような人たち

なのか、といった点についてマーケティング的な視点で分析を試みた。

こうした点を踏まえてエリマネ団体として求められる役割を考え、活動

方針を立てていくことが有効であると思われる。

　例えば、分析の中で明らかになった諸点の中で、エリアの高齢化は

最も明確な課題の一つであろう。高齢者に無理して来ていただく必要

はもちろんないが、今後、高齢者にもっと楽しんでもらえるまちづくりは

真剣に考えられるべきであろう。現在でも、道路空間を使ったオープン

カフェなどが開かれているが、高齢者もまちに来てゆっくり楽しめるス

ペースを提供することはエリマネの重要な使命となろう。さらに、孫と

一緒に遊びに来て楽しんでもらえるイベントの企画などを行って、子供

たちにも梅田に親しんでもらうことも考えられる。エリマネによる健康づ
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くり活動も高齢社会のテーマであろう*16。長期的な視点でまちの「顧

客」を確保することはエリマネ団体ならではの役割と考えられる。 

　こうした活動は、現在策定中の「国際イノベーション都市」を目指す

「Walkable UMEDA 構想」で提言されている歩行者空間の整備と矛盾

するものではなく、多様な来訪者の交流による価値の共創という点で方

向性を一にしている。まちづくりやまちのブランド化は、エリマネ団体

単独では実現不可能であり、事業者や行政を巻き込んだ全体的な取組

の中で、大きな方向性と将来像を定める必要がある。エリマネ団体は、

そのための場を用意することにより、エリアの関係者の方向性を合わせ

た上で、自らの活動の STP を考え、「顧客」との対話の中で顧客経験

価値を共創しつつ、自己の存在意義をアピールすることが求められる。

マーケティング的な分析は大きなエリアの将来像を設定する際にも、エ

リマネ団体として日常的で具体的な活動を行う際にも有用な情報を提

供するであろう。

　エリアにはそれぞれ個性があり、梅田で把握された特徴が他のエリ

アにも当然に当てはまるとは言えないが、今後の高齢化の影響や、イン

バウンドの影響、景観向上に対する評価などは他のエリアでも一定の

共通性を見出せるものと考えられる。エリマネのマーケティングは営利

企業のそれと比較して明確な戦略につなげるには難しい面があること

は否めないが、エリマネ団体が誰のためにどんな活動を行うのか、組

織のミッションに常に立ち返ることを促す機会として重要な役割を果た

す。エリマネが普及期を超えて社会に定着し、さらに発展していくため

には、マーケティング的な視点で独自の存在意義を確認しつつ自己の
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活動方針を立てていくことは、ますます重要となってこよう。

*1 小林重敬・森記念財団：“ まちの価値を高めるエリアマネジメント ”、学芸出版社、 p10, 

2018

*2 京阪神都市圏交通計画協議会：“ 平成 22 年の京阪神都市圏における人の動き～第 5 回

近畿圏パーソントリップ調査から～ ”, 2010

*3 小林重敬（編著）：“ 最新エリアマネジメント 街を運営する民間組織と活動財源 ” 、学

芸出版社、 2015,  pp. 50 - 55

*4 大阪市：“ 大阪駅北地区まちづくり基本計画 ”、p23,  2004

*5 小林：前掲書 [3] 、pp. 109 - 112

*6 小林：前掲書 [3] 、pp. 163 - 168

*7 恩蔵直人：“ マーケティング＜第 2 版＞ ”、日経文庫、pp18 - 20,  2019

*8 小林・森記念財団：前掲書  [１] 、p25

*9 日本経済新聞 2019年12 月 11 日付（26 面） “ 顧客経験企業の狙い目に ” 、若林直樹京

大教授解説記事 . また、価値共創に関して、村松潤一（編著）：“ 価値共創とマーケティン

グ論 ”、同文館出版、 2015

*10 京阪神都市圏交通計画協議会：前掲書 [２] 、p3

*11 国土交通省：“ 仮想的市場評価法（CVM）適用の指針 ”、p1, 2009

*12 柘植隆宏・栗山浩一・三谷羊平：“ 環境評価の最新テクニック 表明選好法・顕示選好法・

実験経済学 ”、勁草書房、2011

*13 栗山浩一：“ Excel でできる CVM 第 4.0 版 ”、2013

*14 “ RESAS、 外 国 人 メッシュ分 析 の ページ ”、  https://resas.go.jp/tourism-mesh-

forigner/#/map/14/34.70558110000003/135.51009459999992/27/27127/3/0

*15 梅田地区エリアマネジメント実践連絡会 : “ 歩いて楽しいまちづくり Walkable UMEDA

構想（案） Ver. 2 .0 ”、2019

*16 吉田恭：“ ビジネス街のエリアマネジメントにおける健康づくり活動～大丸有地区の事例

を中心に～ ”、Global Business Journal, Vol.4 No.1, 2018




